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熊本水俣病の発生拡大過程と
行政組織の意志決定（二）
舩橋晴俊
第２章初期における原囚究Iﾘ1努力と熊本ﾘiL行政の対応
本稿の課題は，前iii(')での'''1論的視点の提示を前提にして，熊木水俣
病における行政組織の意志決定過IVj1を具体的に記述し，そこにどのよう
な特色があったかを，ｌﾘ)らかにすることである。
本稿で取り」二げる'''心対象は，’956111の熊本水俣病被害者が奇病と
して社会的に野i在化してから，1957年３)]末にいたるまでの熊本県行
政の対応の過程である。このI01lIl1の'１１１に，原lkl究lﾘlはどのように進行し
たのだろうか。奇病の発見は，社会的にどのような反応を呼びおこした
のだろうか。熊本ﾘ『L行政IMI織は，｜|Ｉ題にどのように取り組み，どのよう
な意志決定をしたのだろうか。
第１節奇)lijの社会的認知と初'０１の取りIMIみ(1956ｲI:５月-1957年１
月まで）
（１）奇病の社会的顕ｲli化
後に水俣病と命名される被害打が，はじめて社会的に顕在化するの
は，1956ｲI：５月はじめである。即ｲｌｉ化の端緒は，新[1本窒素（以下で
はWTI二I窯と略称）'''１１瓜病院の小児科医I１１ｉ（１Ｍ11）より，奇病にかかっﾉﾆ
小ﾘ(l患者が４月２３１］より入院していることが水俣保健所に届''１されﾌﾟこ
(5ﾉ１１}]）ことである。患者は水俣i1iIlillijUl区に(1:む６才の女児で，
９７
その症状はrJH及び足の強直Illiまひ，言語発音不IﾘlIllNであり人院以来食
illをとら」ず，「視力もおとろへ」（水俣保健所長，I956a）ている状態
であった。水俣保健所では，ただちに患者の近隣家庭を調査し，その結
果を熊本県衛Ｌｌｉ部長あてに報くしiした(5)１４１１)。その報告によれば，
水俣Tljj]iili地区に８名の頬似患者が発見されており，うち６名は子供，
2名は成人であった。そのうち，－.'1′l;年（5ｲｲI：）より発病している者が
1名，昨年（55年）よりの発病が２名で，この２名（['１学生１名，成人
1名）は既に死亡していた。これら各患者は，それぞれの治療を受けた
ﾙij院より，一応，栄養失調，脳性まひ，小児まひなどの診断が下されて
いたが，これらの病名で納得できる症状ではなかった。患者家族からの
ｌｌＩｌき取りによると，ノ]iiili地区では，ｌノ}ごろより猫の異常死が続発し，
けいれんをおこしたり海水!'】に飛び込む）Niが５，６匹見られた。水俣保
健iﾘTでは，ノ|:戸水に１%Ｍ１があるのではないかと疑い，ノ|:戸水の検査を熊
本県衛生研究所に依頼した（５）Ｉ７ｌｊ)。
当初，水俣保健所は，現地の)|:戸，家屋の内外をil11瀞し，ノ|:戸水の検
査を行うとともに，現地の人々からの'111込みによって，同様の疾患が
1953（|{({fll28）年から散発していること，jMA者は主として漁業従事者
の家庭から１１}ていることをＩｕｌＩｌｌした。しかし，病名判lUiの糸I］もつかめ
なかった（水俣保健所長，1957ａ)。
（２）水俣Tl｢の「奇lIij対策委員会」の取り細みと活1肋
前例のない奇IIiiに直iIliした現地水俣TIJにおいては，５ｊ１２８ｌ]に「奇
)iii対策委員会」がつくられ，当|ｿ｣の取り組み態勢がWI術された。奇病対
鞭委員会の発足の中心になったのは，水俣保健所であるが，水俣保健所
に１１Ⅱえて，水俣TIj医liU会，新'三|窒附腿病院，水俣ＴＩ『立1iii院，水俣Tl『役所
の５者より合計１７名の委員が11}ている（1当llll健一，1979)。liil委員会
は，患者の発見と原囚究lﾘ|を課題として，hll概的にiili動を行った。
「奇病対策委員会」は，まもなく，１９５３（'1({ｷﾞⅡ28）lIHから患者が発生
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していること，その合計は50名をこえ，死者は１７名にのぼることをlﾘ｜
らかにした（水俣保仙所長，l957a)。当初，原因としては，伝染病が
疑われていた。｛ｸﾘえば，６)１２８日と７月３［Iに，（）I藤述雄保健所長は，
熊本大学（以下では熊大と略称）微生物学教室の六反田教授に資料を
もって説明に行っているが（有馬年表)，これは#''１菌による伝染病が疑
われていたことを示している。
７月１８日に，奇病対鞭委員会は，県衛生部予防課予防係長を招いて
協議の結果，新[1窓病院に入院llIの患者を，［１本脳炎の疑いとして，市
伝染病舎に隔離することを決定し，７月２７１]には８人の患者を移した。
このような決定の背景には，新日窒附属病院ではMH者の付添の家族が発
病したので，他の入院患者が不安になってきたという事情があった（水
俣保健所長，1957ａ)。しかし，この措置は，被害者から見れば，伝染
病というイメージを生むことによって被害を社会的に増幅する契機と
なったのである。また８)１３日には，熊本県衛生部が，厚生省防疫課に
水俣奇病の実態を電報で報告した（熊本県衛生部，l956c)。政府への
j[式報告は，これが初めてであったが，報告先が防疫課であることは，
伝染病の疑いに基づくものである。
（３）熊本大学医学部の研究関与と１１)]のIil}究発表
奇病対策委員会は，８月６日，熊大医学部の研究者を招くことを決定
し，８月１３日には，熊大の勝木，徳臣らが，はじめて水俣現地で患者
を診察し，疫学調査の必要性を確認した（水俣保健所長，1957a／有馬
ｲﾄﾞ表)。８月１４日には，奇病対策委員会より委員２名が熊大を訪問し，
原因究Iﾘlを依頼した。ここから，熊本大学医学部の本格的な研究関与が
|;ｉｊ始され，８月２４１]，熊大医学部に尾崎j[道医学部長を班長とする
｢水俣奇病研究班」が設W（され，勝木，武内，長野，六反田，人鹿111,
審H1付の各（助）教授が参llllする。
この間，第一線の|ﾉ}藤述雄水俣保健所長や新||窒附属病院の細'11院長
９９
たちの努ﾉﾉによって，疫学的説１１１ｔが行われ，磁者の発兄が粉ﾉﾉ的に進め
られ，患者発生区域，家族関係，年齢，（'ﾘを食べているかなどが調べら
れ，８))末ごろまでに，当初疑われた伝染》ijではなく，Ｘ(による食中毒
らしいというところまで，原囚究lﾘ1が進められた（字）|:，1971)。８月
２５１１付け熊本l]日新'111は，「Mj者の便の塒従，Ｉ|Ⅱ液検査の結果，伝染性
ビールスによる病気とll1i定することは困難で」と，熊人教授lhliの見解を
記している。
この８ルドから９)I初めの時点において，既に]二場廃水との関係は
人々の意識にのぼっていたというlIFi摘がある。「実はこの時代から，大
体工場排水位しかあやしいものはないではないか，という見当は誰にも
ついていたのですが，水俣ではあまりにそれは重大なおそれおおい発言
ですから，［1には出せなかったのです」（2jリ|:，1971,89頁)。
熊本大学医学部研究班の研究iWi動は，９)1から10ﾉﾘにかけて活発化
する。徳lli（内科学)，六反'1１（微生物学)，再ＩⅡ村（公衆衛生学)，武
内（》ijE畔)，人鹿１１１（術ﾉI：学）らの各（肋）教授が水俣ＴＩＩをＷ三調査
に訪れ，」1嘘，食品，ガ蝉，魚灯i，海水などを調査している。９月２９
｢lには，早くも人鹿111教授が工場排水を採取している（水俣保健所長，
l957a）ことに見られるように，この時点で１１|i大研究１１１[が，］:}幼廃水と
の関係を疑い始めていたことは，１ﾘI確である。１０月161=1には，奇病の
症状のある】Ni２匹が徳IIuU1教授に送られている（水俣保健所長，１９５７
a)。
９－１０)1の10}究活､ﾉﾉをふまえて，11)１３１]に，熊大水俣奇》ijl0｢究班の
第1Ｍ報('十会が開(１Ｍされた。この報告会には，奇l1ij対簸委貝会より，水
俣保健所長（(ﾉ}藤)，ili立lIiil塊艮（人橋)，Wrl]窒附属lIij院長（IIlll川）の
3名がlll席しており，熊本県公衆衛生課長，予防課防疫係長もIlI席して
いた（水俣保健所長，l957a)。この第１１｢ｊｌｉｌｌ告会では，熊大研究班よ
り，１！;〔|人|としての伝染Ｉｌｌｉ疾想は否定されること，あるIWiの飯余風''１毒，
特にマンガンが疑われること，人体への役人は魚介ｊＷｉによるという結論
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が示された（有馬年表)。
だが，このような亜要な１１)１３日のＬｌｊ間報告は，公表されなかった。
しかし，この報告会は新Iiil記者によって察知され，１１)］４日の毎｢1新
聞は，「同地区の海水や魚との関係が重視されているが工場の廃水が,iii
IlIに流}{{している点で微妙な'111題があり大学(,,,|は結論が,,,るまで慎重を
期し同'｣の発表も秘密会だった」と報じている。
11)]２５日に水俣保lll1所で，奇病対策委員会が|;'１((＃され，熊大尾崎医
学部長ほか各教授を迎え水俣保健所会議峯にて奇病,Ｊ}究の経過説明を聞
いた。ここでは，ビールスが発見できず，伝染性疾患でないことが確認
され，中毒説に研究の主力をおくことにしたことと併せて，「新[,窒工
場の廃液が奇病と関係があるのではないかというところに研究の主力を
しぼることとなった」と発表された（熊}]，11)１２６１｣)。このような
見解は事後的に見てI［しいものであり，熊大1ﾘ[究班は，８月２４日の県
の依頼による研究班の紺織から，わずか３カノ]ほどで，原因究明を的確
に進めたのであった。
この当時，県衛生部は，水産課の協力をえて，水俣T'Jにおける魚介類
の種類と販路について調査するとともに，商工課の協力で「水俣工場に
おける製品種目と原材料」について調査し，「製品製造工程図」を人手
していた（有馬年表／熊本県衛生部，1956b)(2)。このことから，県衛
生部が，病気と魚との'Ｈ１係について注目していたこと，またさらに，新
|]窒水俣工場との関係をも意識していたことが，，ﾘ,かである。
（４）「厚生科学研究班」の現地調査（１１ノ]２７１］－１２)］２日）と５７年
１月の研究発表
ここまでの調査研究は，熊本県の依頼を受けて熊本大学が取り組むと
いう態勢であったが，１１川下ｲﾘごろ，厚生行が「Ｍｌｉ科学研究班」を
結成することによって，政府機関による調査態勢がつくられることにな
る。厚生科学研究班は，国立公衆衛生院疫学部長（松ＩＤ心一）を主任と
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し，他に|正|立予研ウィルスリケッチア部長（北岡)，熊大医学部長（尾
崎)，県衛生部長（蛾'１１）を班貝としていた（有`Will§表)。
１１１１２７１]より，｜郵立公衆術Lli院の松'１１，宮人iI1ij技官及びﾘiL予防課長
l:l塚技師が水俣TIjを訪れ，１２Ｈ２［Iまで疫学的訓１ｔが連日夜おそくま
で続行され･た（有11;ｲ'２表)。奇病の顕在化以後，政1if機|H1職員が現地入
りしたのは，これが初めてである。
１２月４［Iには，水俣市奇病対鞭委員会が|)Mかれ，そこにおいて，松
'１１，宮人lLI[士の指導により実施された疫学iilM沓についての概略的説Iﾘ]が
まとめられている（水俣奇病対鞭委員会，1956,「水俣奇病疫学調査に
ついて｣)。これは，疫学調査のIIIIi染そのものの詳報ではないが，疫学調
査の意義と方法を説1ﾘIし，やがて作成されるであろう調査結果報告にl凝
り込まれるべきZlpriを体系的に記戦したものである。この文;1$は，伝染
liiではなく(((介類を介してのll1iIjであるとの立場に立ち，「今後の方針」
として「(((介類の摂食の禁l上｣，「t(((業者に対する処世｣，「工場排水に対
する処樋」の各項|｣が記城されるべきことを，記している。この時点で
は，熊大研究班とIⅦ：科学研究班においては，はっきりと工場廃水に対
する疑いがもたれていた。そのような判Wiは，たとえば，１２月５日に，
熊大の人鹿111教授が廃水を採取しているIli尖にも反映している。
１２）１１９１三Iには，定例水俣ＴＩi議会で，奇病問題につき質''１１が集11Iす
る。「特に奇病のIliil人|が水俣一帯で猶れる魚のためだというデマのため
地元漁業者が鰯滅的打繋を受けているとの淵｣ﾐ・松木iilij議員の発言がtli
l言|された」（字）|:，1968,11頁)。淵上議貝は水俣M((協長でもあり，当
時のt(((民の立場を代弁していた。この時記背に意見をたずねられた水俣
保健所長（(ﾉI藤）は，「私も心配だからカンヅメばかり食べていると湾
えて大騒ぎをリ|き起こした」（2jリ|:，1968,11-121FI)。１２ノlから翌年ｌ
ｊｌにかけて，水俣湾の魚が危ないという不安は，，１．１１まっていった。
厚生省科学１Ｊ}究班は，｛'２がlﾘ１けた1957ｲｌｉｌノ125-261]の２１EllllIにわ
/こって，来京の睡此公衆術'k院で報告会を|)M(||;した。これには，（ﾉ)藤水
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俣保健所長,紬111新日窒lii〔i院長，水俣Tl〕長，水俣市衛Lli課員も'１１席し
た。「この研究会は厚生宵，予防101究所，公衆衛生院，熊本大学，［熊
本］県公衆衛生課，水俣保健所，新'二|窒病院長が，お』[ひの(Ｊ１究を発表
しあい，討議研究したものである」（水俣保他所長，l957a)。11月末か
ら１２)]初めにかけてのＭＩＩ科学研究班の現地調査の結果も発表された。
その結果，「奇ﾂﾞijiは或る椰の重金Ｉ風の,|｝藤であり，金属としてはマンガ
ンが最も疑はれる，かつその１１】毒の媒介には魚介類がlHl係あると忠はれ
る」という結論が'11された（同｣２)。また猫が発病することも注[1され
た。
対策としては，危険が除去されるまで，魚介類を食べないよう措世が
とられるべきだとされ，さらに原囚究lﾘ|と対策に乗り||}すことが決めら
れた。
熊本県衛生部が，水俣病の主腎を，これまでの予防課から，食[,,瀞所
管である公衆衛生課に移したのは，この研究会の後のことである（守住
証言，３丁)(3)。
（５）この段階での取り細みの特色
では，1956年５))から，５７年ｌ)1末に至る段階までの行政の取り組
み態勢の特色と'１１１題点は，どのようなものであったろうか。
第一に，この頃の取り＃Ⅱみ態勢は，水俣市の奇病対鞭委員会，熊本大
学医学部の水俣奇ﾊﾑj研究班，及び，公衆衛生院の研究者を１''心とする厚
生科学研究班の３つの組織が[''心であり，奇病の原囚究Iﾘlが主要な課題
とされていた。つまり，熊本県庁全体としての取り組みはなされず，ま
して，政府の関与は国立公衆衛生院以外は欠如していた。
熊人医学部研究』1[の研究活動は，形式的には熊本県術112部長の依頼に
よるものだが（熊本県衛生部，19561))，実質的には，ＩｊＩ藤水俣保(1k所
長ら，現地の奇病対策委貝会が依lWiについてのイニシアチブをとってお
り，リ１４斤首脳部にイニシアチブがあったわけではない。
１０３
リ『L衛生部が，本州'|:について，初めて厚生省防疫課に報告したのは，
1956ｲ|：８)１３「|の耐}Ｉ（熊本UTL衛生部，l956c）によってであり，つい
で，９)]８１]に，忠打続発状況について，文書で（熊木！iL衛生部，１９５６
（１）報告している。この段階では，政ＩＩ１ｆのいずれの＃Ⅱ織からも，現地調
査に来ている人はいないし，迦藤省などの関与はまったく'111題になって
いない。
水俣T1j議会では，1956年１２)1に奇ﾂﾞijilli1題が取り｣1げられているが，
この時点では県議会でも，［El会でも取り｣二げられていない。刺Ⅱ;は全ｌｊｉｌ
的に見ても，熊本県内でも，ローカルな事(!':として対処されていた。マ
スコミの報道についても，リリ11]新聞，｜i}|｣新'111といった全国紙の東京版
には，１行も報道されていないのである。
５７ｲ1:ｌ)]になってから↑ili苑化した水俣漁協のM((民の､！！)きが，県行政
の組織的対応という反応をﾘ|き起こすのは，２)1以降になってからのこ
とである。
第二に，この段階においては，奇Aij対策委貝会，熊大研究１１[，厚生ﾄﾞ:｝
学研究班が，連挑しながら，灰学的なｌ２ｌ律性をもって１１;〔囚究|ﾘlが進捗し
たことである。これらの研究グループは，所属する組織は異なっても，
各グループ'''1で協ﾉﾉＩＨＩ係を形成することができた。しかも，これらのＩＪＩ
究グループは，原１人1究lﾘ1を科学的な|Ｍ１心以外の利害関心によって，特定
の方向に|;ﾘけようということはしていない。奇ｌｌｊｉ対策委員会は，当初可
能性の一つとして考えられた伝染病説を，疫学的調査によって退け，Ｘ(（
による食''１赤というi[当な説を浮上させた。５６１１２叉以後は，これらの
研究グループにおいては，工場排水との関係がl1U題として１４１党されてお
り，それを洲くるための試料収集の努ﾉﾉも，５６ｲ119ﾉﾘから|)|]始されて
いる。
工場のTlrilfを代弁するような動機に支えられた研究や，こ[場寅任につ
ながるような説への反論は，まだ登場していない。工場排水との関係が
はっきりMn（[化しない段階であったので，１Ｊ}究者災lijlも，後に現れるよ
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うな介入や歪'''1の社会的圧ﾉﾉから相対的に[1111に，自律的に原因究明を
進めたと言えよう。だが，］:場の利害関係に触れる問題であるだけに，
熊本大学のIﾘﾄ究者たちの'''1にも，５６年１１ノ１３１]の報告会を非公|)'１とし
たように，１１ｍ〔に取り扱わなければならないという態度は，見られたの
である。
第三に，この段階での県行政の対応の最大の'１１１越点はヴ水俣奇病があ
たかも伝染病であるかのようなイメージを流布してしまい，伝染病の疑
いが研究結果によって否定された後も，それに対応する敏速な措置を取
らなかったことである。６－７)]の段階で，リiL衛生部も奇病対鞭委員会
も，この奇}iiiの原因が，伝染病かもしれないという疑いを抱いていた。
そして，７ノ１２７日に新|]窒病院に入院｢'１の８人の患者を，日本脳炎の
疑いとしてTlj伝染病舎に移したことによって，伝染病というイメージを
広げてしまう。伝染病という誤解によって，病気への恐怖感は患者に対
する差別扱いへと転化してしまうのである。
当時，何が原因かは，はっきりしておらず，不確実性のもとで，行政
は対処を迫られていた。奇病が伝染病であるかないかの判断をめぐって
は，二種類の誤りの可能性があった。それは，「伝染病であるのに伝染
病でないと)l1lIlIiする誤り」と，「伝染病でないのに伝染病であると判Wｉ
する誤り」である。前者の誤りの場合は，伝染病の拡大につながりかね
ないのに対し，後者の誤りは慎軍な予防策を災施しうるという意味で
｢安全サイド」の誤りである。ここでは，不確実性のある事態に対して，
｢安全サイド」の選択がなされたが，それは繊荷本人と患者家族の犠牲
において，災施されたのであった。「安全サイド」の選択が，その後の
いろいろな状況でどのように，なされたのかなされなかったのかに注目
しなければならない。
行政による伝染病扱いの'１１１題は，研究者グループの研究成果を行政に
どのように反映させ活11Iするか，という(ｌｌｌｌｍにおいて把握すれば，｜ﾘﾄ究
成果とその行政施策への反映についてのタイムラグの存在を示すもので
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ある。
熊本県は，５６年８几未の段階で，既に魚による食ll1iliが疑われ，同
年11月３１｣の熊大報(';会において，原因は，伝染病ではなく，魚介類
をi、してのある極の耐金属による'１１灘であろうと考えられるにいたった
段階になっても，取り組み態勢の再編に着手しなかった。つまり，県予
防課から公衆衛生課への移管には，時'''1がかかり，５７ｲ|:１月25-26日の
公衆衛生院での報告会までは，そのような移管がなされなかった。伝染
病の疑いがなくなった後も，そのことをふまえて，１１｣当部局を変更する
という措置は敏速には取られなかったのである(Ｉ)。
第２節熊本県行政の対応
（１）水俣Tlj漁民の要求提１１１
第一線の研究陣の努力によって，奇病の１１;〔|人1は水俣減産の(((介賦がな
んらかの亜金属によって有毒化したものであることが，次第にIﾘＩらかに
なるにつれて，魚に対する社会的な不安が高まり，魚Iilliが低下し，困窮
した漁民は，述動に立ち上がる。
1957年１月になると，水俣K(l協は，水俣奇liiによる社会的不安の高
まりを背景にして，数ｲ|:米のii((1場被害を改韓するよう折|｣窒水侯工場長
(西ＩＪＩ栄一）に対して１１'し入れを行う（水俣TlJ漁業協|市I組合，1957ａ)。
この要望書には，「'1(１１Ⅱ二-'九ｲ|秋IJjからX(MliHのIijliiiiは減少し介藻類の
繁航は止まり１１((「Ⅱ三一|･ｲ１２以降に至っては其の'11害は特に甚だし〈海藻類
は蝿ﾀﾋﾞし魚XIiの回iMFも亦激減して，この優秀な漁場をｌＩＩＩｉ－の生活ﾙｽﾞとし
て来た漁民は｣[の生iiWの根拠を矢ふに至り，エ|｢漸く亜大な社会'１１１題化す
る段階に立ち至りました」と窮状が記され，「l1i工場から流出する汚悪
水の海面への流出を直ちに'''11畠すること」「汚恕水をiiijiIiiへ流１１Ｉするに
ついてはiiO化装置を設iYiして浄化の上111<害を立証されたものとするこ
と」という二つの要望を提'１|している。
リ|続き，水俣市j((ｌｌｌｌｊｌは，水俣Tljの奇病対莱委員会とともに，２月１５
１０６
熊本水俣病の発生拡大過程と行政組織の意志決定（二）
日に水俣市保健所において「奇病対策協議会」を開催する。この時，奇
病対策委員会の細川新日窒病院長より，経過説明と原因究明の現状につ
いての説明がされたが，その要旨は，奇病は魚介類による中毒であり，
マンガンが疑われ動物実験をしているが，まだ確定的結論は出ていな
い，というものであった。その後，各地（茂道，揚堂，梅戸，丸島，船
津，湯之児）の漁民より，漁業被害の切実性が口々に訴えられた（熊本
県経済部水産課，1957)。
席上，漁協参事は，「依然として未解決のままである工場汚水問題に
ついては昨年浄化施設等について陳情書を工場あて提出しておいたので
あるが’いまだ回答に接していません」と，工場との交渉経過を報告し
ている（同上)。
この会合を機会に，水俣漁協は，「漁業被害対策委員会」を結成し，
県知事や政府への陳`情を開始した。当日，決められた方針は，原因究
明，生活保護法適用拡大，遠洋漁業への転換と鹿児島県への入漁，「日
窒工場あて浄化施設拡充かた要請を強硬化する｣，報道関係への働きか
け，港湾施設の拡充に際しての漁業権の擁護，というものであった。
２月２２日，水俣市漁協は桜井三郎熊本県知事あてに陳情書を提出す
る（水俣市漁業協同組合，1957b)。その中で，近年の漁獲の減少と奇
病の多発を指摘した後，「我々水俣市漁業協同組合は其のよって来ると
ころは新日窒水俣工場からの排水にありと推定」と主張している。さら
に，水俣市の状況をつぎのように説明している。
二月になってからの新聞報道とともに，人心の不安は高まり，その結
果，「網漁業者は其の網子を失って操業は出来ず，￣般漁業者といへど
も魚価の低下に禍されて一部の者を除いては漁業は殆んど不可能な状態
になって今や生存の権利さへも剥奪されんと致しております。又その影
響は単に漁業者のみに止らず，鮮魚介類の販売を業とする者は百方奔走
するも其の売上の激減は支ふる術もありません。その他市内一般の旅館
は其の顧客の殆どが魚を↑耐れるのあまり出水TIiに宿泊し」ているありさ
’０７
まであり，「当TIj揚之児ilH{泉も，既に予約せられたlill光客さへその予約
を取り消される等事は名刀iliiへ波及してiWi〈社会IlIlMIl化して参りまし
た｣。
このように追いつめられた状況のi((IlQは，県行政のみならず，政府に
対しても直接の陳情を|;'1始する。２)１２８１]，漁民らは上京し，ID刺：省，
水産庁，通産省の各省を訪れ，災Ｉｉｌｉを訴えるとともに，速やかな対策を
陳情した。新|]窯の}＃水AMIli1lを求めるｉＵＭｉ省への陳ｌｉｌｉはこの時に始まっ
ている(5)。
しかし，２１］２５１]の新'２|窓のK(IMIに対するlQ1答の要旨は，①」二場排
水は昭和23-`1ｲ'2以降何等の変化は見られない，②'''１:年来酸性の強いも
のはアルカリをもって''１『Ⅱしている，③硫酸焼津は沈澱池の工事を計
imiIlI，④工場AiIljllの排水iiiIiの淡淡を近く災施する，⑤製造装iiiil21体よ
りの排水について史に－１１Viの研究を進めて居る（新１１窒水俣工場，1957
,,）というものであって，Ｋ(１尺の要求にまともに籍えるものではなかっ
た。
（２）熊本県行政の取りﾙｌｌみ態勢の拡大
このように原因究[ﾘIの進展により，水俣湾のj(((介類の有毒性が判'ﾘ}
し，水俣T1Jjl(((協の連動がfliMjすることによって，水俣病問題は，熊本県
行政にとって，ネj:会Illl趣として放澗できない課lulになった。では，５７
（|:２）)以後，政治的緊急ｾ'１がi':jiまった状況で，県行政はいかなる対応を
したであろうか。その対応姿勢の''１に，県当局の利害関心がどのように
現れているだろうか。
このことを，まず第一に，奇病対簸協議会への態度，第二に，取り組
み態勢の再編，という点から凡ていこう。
奇病対策協議会に対するﾘ；し術1k部首脳部の反応としてまず確認できる
ことは，漁協と協議しながら第一線で''''１ｍに取り紺んでいる伊藤保llR所
長の動きに対して，それをﾎﾞﾙﾘするような働きかけがあったことであ
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る。２月１５１]の奇病対策委員会と水俣市iMMの参加による「奇病対策
協議会」に供Ｉして，高木衛41具部次長は，（Ｊ１藤保健所長に対して，注意を
している。このことは，術412部次長（高木秀ﾘj）あての伊藤所長からの
書簡（ＩＪＩ藤迦雄，1957）から読み取れる。この''１で，伊藤所長は，「自
分では最藩を尽くしたつもりで居りますがあまり熱中し過ぎて県への報
告を怠った形で汗顔です」とlWIllﾘ'し，また「対策委員は二人発言してい
▼▼
ますが保障ＩＸｌ係には全然ふれていません」と報〈1了し，さらに，保健所会
ママ
議室を会合に提供した理Iljを説|ﾘ'し，「もし会議室提供をWiって魚業者
の反感を買えば県としてマイナスになる所が大きいと思います」として
いる。末尾近くでは，奇病対策委員会を「研究会とでも名をかへるつも
りで居ます」と記している。
文面全体からは，水俣保健所や「奇病対策委員会」が，漁協と接近し
すぎないようにというような趣旨の働きかけが，衛生部首脳より伊藤所
長にあったことが推定され，それに対して，ｲﾉl藤所長が書簡を通して釈
明しているのである。とりわけはっきりしているのは，衛生部前脳が，
保健所を漁協との会合に使うことを好ましくないと思っており，補償問
題に県行政が巻き込まれることを警戒していることである。
伊藤所長と高木次長のやり取りの後の２ﾉ１１９日に，水俣市の「奇病
対策委員会」は，原因究Ｉﾘ1を'11当するものであり，補償問題を担当する
わけではないという理由で「奇病研究委員会」と改称している（熊本県
経済部水産課，1957)。このことは，補償|M1題の寛任が県行政に|(］けら
れることを回避したいという術1k部首脳の意lrjlを反映するものである。
では，県の取り細み態勢の１１１編は，どのように進行したであろうか。
１月25-26［|の厚生省科学研究班の報告会において，奇病のIj;〔囚が重
金属とされ，それが魚を媒介にしていることがlﾘ1らかになることを受け
て，熊本県衛Ll見部は，奇病の担当部局を予防課から食品衛生課に移し
た。
その後，２)１２６日には，熊大１０{究班の第二川Ⅱ告会が熊大で|)Mかれ，
１０９
研究班から原因物質の決定には至らないが，水俣湾内のt(((獲を禁I上する
必要があるとの結論が示された（熊本県衛生311,1957)。
このような原因究lﾘlの進展と，２ノ１２２日の！(((協からの県知4'1あて陳
情i1lHを受けて，県行政の関与は新しい段階にはいることになる。熊大研
究班の報告会(2)］２６１｣）での結論を受けて，同日，リIL衛生部は，水
俣ii0j魚介瀬のK((獲禁||:について検討した。だが，食品衛生法の適川は，
｢原|Al物質が確定しなければ法的根拠において不充分」であるとの解釈
のもとに，行政指導によるii((雌|÷１南を(''1すことを内定している（同上)。
ついで，３ﾉ１４日，熊本県水｣当副知I)i，土木部長（吉|{l光太郎)，秘
書課長，術｣|i部長（蛾111重Mt)，公衆{ｌＭﾐ課長（守住MIIﾘ1)，綴済部長
(小船滴)，水産課長（阪本勝一･）らの熊本県幹部職員が，初めて，県庁
各部局合|同Iの「水俣Tlj奇病対策打合会」をｉｌＩ１いた。県首脳部の本格的な
関与は，ようやくこの時点で|)}l始されたのであった。同時にこの会合
が，県としての「水俣奇病対鞭連絡会」（ﾘﾑ水対連）の第１Iul会合と
なった(6)。
このような取り組み態勢のiII編は，水俣TlTj(((協の陳'１０１，県議会におけ
る質疑（３）］８日)，Ujl会における質疑（参議院社会労働委員会，３月７
[|）が示すように，ド|:会的繁りliと政沿的関心の問まりを背景にしたもの
であった。
この会議の記録（熊本県経済部，1957ａ／熊本県衛１k部，1957b）に
は，公衆衛生課長よりの「(一・）経過説lﾘ1」と「(二）現状説'ﾘ1」のあ
と，「(三）協議決定ﾕｌｉ項（対簸)」が記されている。この会議及びそれ
以後の対処に示された県の態度はいかなるものであったろうか。
第１回りiL水対連における公衆衛生課長の説|ﾘ1の[|]では，患者の発生状
況，症状，研究経過についてill告があり，｜);(凶は，伝染性疾忠ではな
く，魚介類の有毒化とされ，そのIj;(Ｎ物質としてはマンガンが雌も疑わ
れている。
111:心のこ[場廃水との関係においては，次のような敢人な事尖の指摘が
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ある。
「原因の究ⅢＩ
結論としては，発生地域，’11瀞症状及び魚介類の分析結果よりみて，
新|｣窒水俣二[場に|則係があるのではないかということに傾いてきてい
る」（熊本県経済部，l957a，4-5頁)。
「湾内の潮流の調査をしたところ，工場の廃水[1から月iili，腸堂にか
けて廃水の流れがはっきりしており，又湾内の水は湾外の水と殆ど交流
していない」（同上，５頁)。
これらの指摘は，研究者の間での認識を公衆衛生課長がまとめて説lﾘ］
したものであり，この時点で，魚介類の有毒化の指摘にくわえて，工場
排水との関係を研究者たちは，｜ﾘ]確に問題としている。
また「現状説Ⅲj」においては，「衛生部としては，湾内の魚介類を採
捕摂取しない力が良かろうという指導をしているが，地区内住民の八○
％位は生活保謹の対象となっている程貧困で，こっそりとって鹿児島方
面に売っている模様である｡」と述べられている。
このような状況認識のもとで，この会議は県としての対応をどのよう
に決めたのであろうか。「三，協議決定事項（対策)」のうち主要な項{=１
は次のようになっている。
「(一）原因の究IﾘI
衛生部としては，三十一，二年度とも予算措置をしているので，今后
ともり|続き大学及び厚生省に依頼し，物心両面より協力してこれを推進
することとする。
（なお，現段階では工場に関係があるかないかということは何とも云
えないということに県としての意志を統一することとする）」（同_上，９
頁）
「(二）忠者の処世……［略］……／（三）家族対策……［略］……
（四）漁狸の禁111
漁業法ではできない。食品衛生法でも原因がはっきりしなければでき
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ないので，現段階では行政指導によって摂食することのないよう指導す
る」
「(五）漁業転換及び他産業への転換」
「(六）俊淡
百間港俊淡については，当分の|M1検討の対象外とする。
（七）調査
工場廃水及び海水に関する調査を行う」［後略]。
これらの方針の意味は，その後に実際になされた調査と取られた対策
を検討するとどのようなものであったろうか。それを，以下，漁業被害
についての調査，漁獲自粛の指導と漁獲禁止措置の模索，新日窒に対す
る態度，ｊ((1場転換対策と竣喋事業の見合わせ，といった事項に即して検
討してみよう。
（３）漁業被害についての調査一「内藤報告書」
３月６－７日にわたって，県水産課内藤技師は，水俣市に出張し，「百
間港一帯における漁業被害の実態調査」を行い，それを６頁の報告書と
してまとめた（内藤大介，1957,本稿では，以下「内藤報告書」とい
う)。この調査には，「新日窒工場関係者五名，業者一九名［鮮魚小売
商]，［漁業協同］組合関係者一名」が参１１Ⅱしていたｂ
内藤報告書は，百間港一帯の深刻な漁業被害を次のように記してい
る。
「現在この一帯においては漁獲皆無で，漁民は，この附近で魚介類を
とる事に恐怖を感じており，奇病発生が今後も予測されることと，経済
的に行詰っている現状からそのＭ１窮状態は甚だしい。／海岸一帯で顕著
にみられることは，礁に附着しているかき，ふじつぼ等の脱落で，特に
干潮線附近のものは死殻のみで，満潮線附近にわずか生貝を認められる
が，その肉質は，外殻の大きさに比較し小さく而もその色は，濁った白
色又は暗灰色を呈し，艶死前の状態にある。……［略］……なお，海岸
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に姥死した小魚，しゃこの漂着が認められ，翼脚のきかないかいつぶり
を発見したが，二-'九年以来，この様なｶﾞｌｊ況の変調は，リIi繁にあり，特
に昨f12奇病'１１題としてとI)上げられる以iiii，海岸に漂着した((Ｗｉをひろ
い食111に供したものは多いということである｣。
次に，「現地側の希望及対莱等について」の]ril=1において，「この一帯
が工場の設llli拡充にともないその汚水による被‘i1fも益々激しくなるとい
う見地に立ってＮｉ(rilli)題を]:場及び関係方面に要求すべきであるといっ
た気配が強い」という状況のもとで，漁''11の彼ｉｌｆ対簸委員会がまとめた
7項１１の要求が，評:''１に記されている。その３番l-lには，「新[1窒工場
に対し完全浄化装世の''1入れを行っているが県又は国から強力な勧告を
実施してもらう」とある。
深）|:によれば，「この洲在報ｆｌ譜は，リiL当局とチッソ'''１および地元の
漁協，業巨昔の四者によるiI((場汚illiと漁業被害の尖態にかんする般初の共
同確認文書としての性}内を持っていた」（深井，1977,h15頁)。では，
この調査報告課はどのようにその後の対筑過程に生かされたのであろう
か。砿要なことは，県水確諜が，内藤報〈!;書を秘匿し続けたことであ
る。この調査にDllわったt(((協参ＩＩｉ６，この側告ｉｌｉが作成されていたLll災
を知らなかった（深）|:，１９７７，１４５頁)。なぜ，県はこのような亜要な
報告書を，調査に参加した漁協|Ｈ１係者にも知らせなかったのであろう
か。この点は，第３節で検討することにしよう。
熊人1ﾘﾄ究班の報借や内藤報告f11の示す被害状DIIを前にして，行政とし
てなすべき課題は，第一に，水ＩＭｉでのij(((獲禁11:，第二に，工場廃水の
浄化あるいは停止であった。これらの課MLiに県行政はどのように取り組
んだであろうか。
（４）漁独IflNjの指導と１Ｍ(雌禁Il:|}；置のlj(!染
もっとも緊急|'Ｉｉのある課題はｲTil;化した魚の}}〔食を禁lこすることに
よって，新たなAli背の充lliを防ぐことであった。
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県はようやくこの段階に至って，「現段階では行政指導によって摂食
することのないように指導する」（熊本県綴済部，1957ａ）という方針
を打ち'1}すに至る。ここで，ただちに１１(((獲禁止措世をとらなかったI1l1lll
は「１Ｍ((業法ではできない。食品衛生法でも原因がはっきりしなければで
きない」（同一上）という法令の消極的解釈であった。また，後の水俣病
第三次訴訟で行政責任を問う根拠とされた「熊本県ii(((業訓雅規1111」の適
川の可能ＩｌＩＨは検討されたふしが見られない。
ただし，１１;〔因がはっきりすれば，食品衛生法を発動するという方針が
Iﾘ|記されており，その後，静岡県浜名湖事件についての調査が行われ
る。
熊本ﾘ｢L衛生部は，３月８［1に静岡県衛生部に対して，浜名湖Ｈ１|]議事
Ｉｌｌ:と行政対応についての問い合わせを行っている（熊本県１Ｍ：部，1957
(1)。これは食,Wj衛生法の発動による漁獲禁止の経験についての`|『j報を
収集するためのものであった。静岡県衛生部長からの回答（榊岡県衛生
部長，1957）は`１月３日に届いている。
その'Ⅱ|答によると，浜名湖におけるアサリ，カキによる''１誰率件は，
戦lMr1IIから戦後にかけて，1942年（罹患者334名，死者11イ名)，４３年
(忠者11名，死者６名)，４９年（患者93名，死者７名)，５０年（患者１２
名）と続発している。これに対して，静岡県知事は，戦lMjII1l944年３
月，ｌﾃＷｉの孫'11i禁l上区域に関する静岡県令を公布した。さらに，戦後の
食品衛｣|松の制定後の1949-50年にかけての''１毒事('|:については，同法
第四条を適川し，1949年に，貝類採取と販売授受移劾の一時禁｣上を行
い，５０(|;３ﾉ]には，知事名での公告を出して，禁112措世をとった。
壷要なのは，これらの禁止措置が，有毒且瀬の椰頬はUlかであるが，
原因物質が不lﾘ)の段階でとられたものであることである。浜名ilIll1lI毒事
件の原'八|たる澁物がプランクトンの一種であることが判lﾘIしたのは，
1956ｲ|:になってからのことである（深井，1977,130頁)。したがって，
57年３)I段階での熊本県水対連における態度，すなわち，Ｋ((独禁１１２は
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｢原因がはっきりしなければできない」という考え方は，法令解釈とし
ては，祢岡県の事例に比べると，ずっと消極的である。だが，このよう
にして得られた静岡県における食品衛生法の通Iil事例についての情報
は，その後，熊本県として，食品衛生法の適用を決定する際，》l1lllVi材料
の一つとなるものであった。
（５）新日窒に対する態度
漁極禁止措置に関する消極性以上に，消極性が顕著なのは，新|]窒に
対する態度である。
魚の有毒化がlﾘjらかになり，マンガンなど重金属による汚染が疑われ
ている状況で，股も必要なことは工場排水との関係の究lﾘ]であったはず
である。しかし，副知事を議長とする熊本県首脳部の会合（３ノル11]の
第１回水対述）の結論には，新日窒との緊張関係を回避したいこと，新
[1窒と関係する形での因果関係追求，ましてやその責任追求にlll1iみ込み
たくないという態度がIﾘ)暗に現れている。
また桜）|:知事の県議会答弁に示された姿勢も同様であった。３)１８１］
の県議会において，ilUiﾉﾄ善為議員は，「大体重金属が大きな影轡がある
ということは，もうこれは一般の常識となっておるだろうと思うんで
す｣，原因究lﾘ1にあたる機関が「あまりにも本件については臆病になっ
ておる」と主張し，知事の基本的態度を問いただしている。これに対
し，桜)|:知事は，熊本大学に原因究明をお願いしていること，食'１１赤で
はないかという意見が強いことを述べ，「とにかく及ぼすところが非常
に重大でありますので」と言い，新日窒との関係については一言も言及
していない（熊本県議会議事録，1957年３月８日)。
第１１回|水対述の結論においては，たしかに一応，工場廃水についての
調査を行うこととされているが，後の経過が示すように，それは，工場
との対立の剛ｲﾋﾟ化という事態を招くことをも厭わず，この奇病が二I:場排
水といかなる関係にあるのかという問題を正面から究lﾘIしようとするも
のではなかった。
１１５
工場排水の調査が妓初に具体化したのは，第１回水対迎から約２週ＩＭＩ
後の３)１２２１]であった。この|]，公衆衛生院の宮人博lぞ及び，県職ｆｊ
(衛生課の守住課長，１１塚係長，ｉｌ:崎係且）が新[1窒水俣二[場を見学し，
二l:場幹部（徳ii]:）に}ﾙ水，製造工程，’'''31製造等について，ＴＩＩＩＩｌをして
いる（宮人証言，７８｣]'1以下／奥野証言３６丁)。工場廃水と奇Ⅲijとの|Ｈ１
係は，研究二者の'１１１では，５６〈|秋から疑われていた。だが，熊本大学の
研究者や水俣保健所の調査l11jl力要求を新'二I窯は'１１手にしなかった（守住
証言，９丁以~I〈）という状況で，この立ち入り検在は貴重な機会であっ
た。しかし，この訳|在グループには工学系の専''１家はおらず，また，後
に見るように県水1W糾がl952l1:時点で既に入手していた工場内部につ
いてのli1ifMも調査グループに伝えられていないこともあって，当グルー
プは，工場が水銀を|M1媒として使っていることを認識していなかった
(宮人証言，７８項以下)。結果として，せっかくの工場内部に入っての
調査も，］:場廃水についての'０１究を炎価的に深めることにはつながらな
かった。
（６）菰要情報の体'11(化一「三好報告書」
実は，工場廃水について洲ｉｆしようとしたりiL職員は，これが岐初では
なかった。l952lI:８）|に，県水産課三好礼治係l之は，ｉｔ(((場ﾉﾘ燭に悩む
水俣市i((ＩＭＩの依軌を受けて，ＤＪ地調盃を行い，「新'二1本窒素肥料株式会
社水俣二I:)易廃水調#t」という報告書（三好礼治，1952,以下では三好報
〈1譜という）を('１;成してい/こ゜これは，「県当局による破けjの現地報告
であり，lli身による一日限りの現地検分と聡取りの結果を手諜き六ペー
ジにまとめたものであるが，その後の行政当局の幾多の分ｌｌｊＩい#'1告書に
比べて，格段にすぐれた内容をもっていた」（深肱１９７７，１１１頁)。三
好報告書の末尾の「考察」には，「（１）｜卯水に対して必嬰によっては分
|)Tし，成分をIﾘ]確にして世〈ことが瓢ましい」という頑要な指摘が見ら
れる。
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この調査に先だって，水産課からの問い合わせに応じて，新lZl察は，
52年３月２４１=Ｉ付で！『L経済部長に回答し，そこには，３ﾉ］２２１=l付の「]二
場廃水処理状況」（Ｂ`1版，表紙を含め１０頁）（新｢1窒，1952）が添付
されていた。この工場01'１の提出した資料には，（１）製品の１１ii蛾，（２）原
材料名，（３）製造法の概要，（４）製品の品種別生産高，（５）排水の聴剛（
と性質及び１１]常りの排水量，（６）浄化装置規模並に使川状況，（７）廃
水の排出場所，が記lMjiされている。酢酸工程の原材料としては水銀が便
１１]されていることがフローチャート付きで説Iﾘ]されており，「(5)（b）
排水の性質｣，の項のうち，「(二）Ａ酢酸冷却水」においては，「アルデ
ヒド母液の老化による一部排ｌｌＩ及循環ポンプの故隙或はパッキング取替
の場合に硫酸及び酸化鉄の母液が排出する事がある」と記されている。
すなわち，ここからは，水銀を含んだ廃液が排||}されていることが読み
取れるのである。この資料は，新日窒が排出していた重金属を網羅的に
表現しているものではない。例えば，57-58年にかけて，熊大研究l9liが
注目したマンガン，セレン，タリウムの３種の金属は，この資料には記
戦されていない。これに対して，水銀は生藤工程に果たす役判の飯要性
を反映して，Jilj本的な原材料の一つとしてはっきりと記救されているの
である。
三好報告評およびそれとセットになっている新{二1窒自身の提ＩｌＩした
｢工場廃水処１１１１状況」は，工場の内部工程と排水の性質について，舐要
な情報を提供するものである。これらの資料が，工場排水のIl1の砿金属
への疑いが向けられていた57年３)]時点で，公衆衛生院や熊本大学の
研究者あるいは県衛生811の第一線職員に知られていたら，水銀への注|=ｌ
はもっとli1く可能になり，原因究明は，より速やかに進んだのではない
かとAMわれる。しかし，深井（1977）によれば，これら資料は，他の諸
資料と同様に水雄課内で供覧された後，秘匿されてしまったのである。
｛ｸﾘえば，厚11：科学1ﾘ｢究Ｊ１[第二|回1報告会（３）１２２日）の記録メモ（熊
本県衛生部，1957e）にも，同班による綜合研究報告書「熊本県水俣地
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刀に発生した奇病について」（厚生省１７(|：科学研究班，1957）にも，熊
本県衛生部災から`1)181]にlﾘ生省公衆術』|：局長あてに送付された報告
聾（熊本県衛Ll部，l957a）にも，水雌諜が保有しているこれら資料
は，全く言及されていない。１７生科学１０１究班の報告子'１の木尾には，「新
'1蜜工場の炎態につき充分な調査を行い，二[場廃水及び廃鉱石のl”)，
それによる港湾の汚染状況等をもlﾘIかにすることにより，本病発ｌ１ｉの原
因をlﾘ1かにしたい」と記されており，］:場廃水の成分についての怖報
は，原因解1ﾘlにとって，股もｉｎ要な手がかりであったのである。
このような砿要Ｉｉｌｊ報の体'11(化や工場に対する調査が効果的に進展しな
いという事態は，なぜ生じたのか。そのJj1i本的理''1を説IﾘＩする仮説とし
て，文書管111｣1の不注意やﾄﾞ:|半知識の不足にI1I1Illを求めるのではなく，
ﾘiL首脳部が，原囚究Iﾘ1に際して，工鋤との関係を究}ﾘIすることを回避し
たがっていたという解釈を提'1)できよう。５７ｲI:３月1Ｗ点に限らず，５９
年１２月末の兇獅金l1ll定の締$IIiに至るまで，熊本県はill接に，ｉｌ１式に，
調査への協力や試料提供をするように新１１窒に勧告あるいはI|'し入れを
することをしていない。その背景となっていた当時の雰囲気を，守住公
衆衛生課長は次のように説lﾘＩしている。
県には訓iot協力についてiiiﾉ1告の樅'1Nがなく，「蹴られればそれでおし
まいだということ。／言わないよりは言ったほうが良かったでしょうけ
どもね，まあとてもじゃないが，……［''１略］……我々の手には負えな
いんだという意識の刀が強かったですね」「工場排水をつきつめる以外
にないんだから，なんとか１１/生省からjln雌省に対してiiiをつけていただ
いて，そしてチッソが，｛l:I1iに，洲11tに応ずるなりなんなり，すべての
ことについて道を|)|｝いてほしいということを１７生省にはたびたびI|'し_上
げたんですね」（守([証言，１０丁以下)。排水の提|||要求，自らによる
排水の調査，排||}の惇lこのいずれについても，熊本UiLは新|｣寵に対し
て，働きかけをしていない。「そういう権限がないというか，どういう
Ui1l1に基づいて県としても，私の方にそういうことをいわれるかと反論
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されるとグウの音も１１}ない状態だったですね」（辰１，１３丁)。
第一線職員のこのような無力感は，県首脳部の逃げの姿勢を背景にし
て生まれている。県首１１１１M部が工場との関係に迫る形での原囚究lﾘ1を嫌っ
ていたことは，前記の４月８日に厚生省に送付した報告譜にも，工場と
の関連について，一言も言及していないことにも現れている。この点
は，既に見たように，当時，ｔ((1民や厚生科学研究班にとっては，工場と
の関連の解1ﾘにそが，蚊大の関心事であったことと著しい対雌をなして
いる。つまり新１１察の責任を追求すること，あるいはそれにつながりか
ねない形での原囚究lﾘIを進めることは，県首脳部にとって，一種のタ
ブーと考えられていたと言えよう。
（７）漁場転換対策と淡淡事業の見合わせ
このように工場排水恥ljllと漁獲禁止という根本的な対応は棚上げして
おいた上で，熊本県のとった対応は，漁場転換対莱と波ijlLzlj業の見合わ
せである。
漁場転換対策は，ともかくも漁民の要望の一部を充すものであり，し
かも，新日峯との対立DM係に陥ることなく，｜|Ｉ;逸できる対策であること
から，熊本県がlllf-臓極的に推進しようとした対策であった。
漁場転換対鍍のｌ１Ｉｉ進は，県知事より，農林大lIi等に３月２０［1付けで
送られた要望書（熊本県，1957）として具体化される。この要望書にお
いては，①筏ｶﾞﾘl(ｳ殖事業についての国庫補助，②Ｋ((業転換のための融
資あっ旋，③IIE児島県ﾉｲﾘi【Iiへの入漁あっ旋，が要望ｴlFJIiとしてあげら
れ，「県財政逼迫の事ＩｉＩｊ下では県単独では実現'１１難な状Jilにありますの
で」という要望理１１１が記されている。
凌楪事業の見合わせは，県が1956年から２年'111にわたり計画してい
た百間港の俊喋ﾘﾄﾞ業に関係している。百間港は，１９`１９{l{当時には，新
日窒の排出するカーバイド残滴等の堆積が「甚しい所では，六．五米に
達し，船舶のlI1入りはiiMj潮１１＃以外は不可能になった」（三好，1952）た
１１９
め，49-52年度にかけて，県費で第一次俊淡事業が行われた（深井，
1977,108-109頁)。しかし，新日窒の排'11の継続により数年にして同
港の機能はマヒ状態に陥り，再び1956-57ｲ|:度にかけて，総士量約377
万立法メートルの第二次淡淡工事が，これも県費で再|)})されていた。だ
が，後ii蝋;業が湾内のｲjilj物質を拡散させ，魚介類の汚染を拡大させる
ことが懸念されたので，５７年３月時点で，耶業の実施を見合わせるこ
とになったのである。
漁業転換対策は，言うまでもなく，汚染の根源に対する対策ではな
い。また，凌喋事業の見あわせは，被害の拡大を回避する意図のもとに
なされたのに，５７年９)1以後の県の姿勢のさらなる後退により，後に
1958年になってから，Ｋ(1Mlの反対をlIllし切って再開されるにいたるの
である。
第３節熊本県の対応の特色と問題点
（１）県庁首脳部の対処戦略
ここで，以上の事実記述をふまえて，県行政の行為の特質をまとめて
みよう。
熊本県行政組織の'１１で，知甑，副仇Ⅱ熟，各部の部長・次長レベルまで
の管HI1職を県首脳部と言うことにすれば，県庁組織全体の態度は，首脳
部の態度に代表され，また統御されている。では，この段階のさまざま
な言動から，県庁首脳部は，全体として，どのようなlMl題対処の戦略を
持ち，他の主体に対して，どのような態度を示していたであろうか。
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
ひとことで言えば，リ,L首脳部の問題対処の戦略は，新'二|蜜との対立関
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
係を)({かないように注意しながら，政１１:fに依存することによって，社会
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
問題化した状況を鎮静化させることであった。つまり'''1題そのものの解
決にもっとも有効・必要な万策をとるというよりも，［１分のおかれた利
害状況の'|]で，県庁組織の利害に低ＩＭＩしない範|Ⅱ|で，対処の道を探ると
いうものであった。これを個々の主体に対する態度で見てみよう。
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まず新日窒との関係から見ると，熊本県首脳部は，基本姿勢におい
て，新日窒との緊張関係，対立関係に陥ることを回避しようとし続けて
いる。県首脳部は，新日窒との対立を冒してまで，原因究明と被害者の
権利回復を実現しようという意志を持っていない。第一回水対連におい
て，「工場に関係があるかないかということは何とも云えない」（熊本県
経済部，1957ａ）と意志統一したのはその端的な現れである。この基本
姿勢から，不適切な対処がさまざまに出てくる。
次に，政府との関係を見ると，原因究明についても，対策費や被害補
償についても，政府に依存し，頼るという姿勢が一貫して示されてい
る。原因究明を政府に頼ることは111に研究費や専門知識の不足だけから
来るものではなく，原因究}ﾘ]が必然的に突き当たらざるを得ない新日窒
との対立関係を，回避したいという配慮によっても促進されている。県
の公式文書や議会答弁においては，常に，原因究明の推進をjIl1象的に唱
えるのみで，奇病と新日窒の排水との関係を究明しなければならないと
いう課題に言及することは，一貫して避けられている。また，漁場の転
換対策についても，政府からの財政的援助を要望している。この政府依
存の姿勢，言い替えれば自治体としての主体性の不足は，後に見るよう
に，漁獲禁止をめぐる法令解釈にも，漁業補償問題の処理においても，
繰り返して現れるのである。
そして，漁民及び奇病被害者に対する県当局の基本姿勢は，その要求
を部分的に充しながら，紛争の激化を回避しようとするものであった。
ただし，要求実現の方法として，漁民たちの要求を政府に対する要求へ
と転換する形で対応し，県行政としての負担増大を回避しようとする配
慮が働く。被害者の:権利を回復し，生活を再建するという課題には，副
次的な関心しか示さず，不徹底な対応しかなされていない。
(2)消極的対応の背景としての利害関心と意識
では，このような熊本県首脳部の問題対処の方針（対処の戦略）は，
１２１
どのような利害lHl心から生みl[|されたものであったろうか。
まず銘記されるべきは，当時，新}｣窒が，熊本県内の肢大の企業であ
り，熊本ﾘiL財界の'''心メンバーであったことである（ﾊ)場，1977)。そ
のような位ｉｌｖｉにある大企業のi1i任を，追求することは，政治的利害関心
からも，財政的利害００心からも，県知Ｉ);を含むﾘiL庁首脳部によっては，
ためらわれたのであろう。
政治的利割拠1心の文脈においては，新日窒に対立するということは，
111に，一企業と対決するにとどまらず，熊本県内の財界との緊ﾘli，対立
関係を深めるリスクを持つ：}i柄である。また，経営者のみならず，その
従業員や労Iij組合からの反発というリスクを持つものである。仮に工場
排水の岨IljIlまでlIlIlみ込まねばならなくなった場合には，操業体''二といっ
た事態も予想され，そのような対立は双方にとって，人きなコストを課
すものであり，保守系県知Illにとっては，その政治ﾉﾊﾞ１１kを揺るがしかね
ないリスクを持つものである。さまざまな行政課題のllliiflな遂行が脅か
されるばかりか，政治資金や，選挙の際の文授，保守系県識の態度等
が，ｆ1分にとって不利化しかねない。
１Ｍ政的利需関心としては，税収減少に対する懸念も(助いたであろう。
仮に，工賜廃水現ﾙﾘにより，水俣工場の操業停止というようなことにな
れば，直接的にも，また水俣市財政の悪化や失業者の増大という経路を
経てl1l1接的にも，リ;LlM政の負ｌｕを増すことになったであろう。
しかし，リiL庁首脳部の態度を説lﾘ1するためには，」二記のような利害得
失について計算できるlI1lIllとともに，これら]{体の意識の特徴を把握す
ることが必要である。意識iiiiから言えば，新｢ｌ窒との対立をＭＭ;化させ
ることをほとんどタブー視するような雰'１１気，あるいは，新'二|蜜との対
立を顕在化させることを尻込みするような態度が，広範にｲｧ在していた
のではないだろうか。
また，リ,L行政の''1央依存の姿勢は，［１本におけるこのl}#101の|全|治体と
して(ﾀﾞﾘ外的なものとは言えない。戦後改革の１１１で，｜ｒｌｌｕｉ樅にｎ|ＩＭＩした
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新しい地方自治制度が導入されてから，たかだか十年余しかたっていな
いこの時点において，意識面における中央依存は，未だ払拭できていな
かった。財政面においても，県財政の基盤は弱く，政府からの補助金や
地方交付税に依存せざるを得ない状況であった。
このような利害関心とそれに由来する基本姿勢（対処の戦略）は，県
行政による水俣病|H1題の取扱いにどのような帰結を生じたであろうか。
第一の帰結は，県行政のそのつどの取り組みの仕方が，問題そのもの
への自律的な関心によるというよりも，客観的には政治状況の緊急性に
よって左右され，主体的には紛争の回避・鎮静化という方向づけのもと
に，なされたことである。すなわち，県の方針は，そのつどの運動の高
揚と提出される要求によって左右されているのであり，紛争化し政治的
緊急性が高まる限りにおいて，取り組みが開始されるのである。
第二に，このような基本姿勢から，原因究明や被害に関する情報につ
いての不適･切な取扱いが生まれる。被害状況や原因究明についての‘情報
をどのように生かしたり公表するかという点については，新日窒との緊
張を回避し，漁民や被害者の運動による紛争の激化を回避したいという
県行政組織の配慮が大きく作用した。言いかえれば，工場廃水に対する
規Iljll問題や漁民に対する補償問題が社会的に重大化することを避けたい
という県の利害関心が，対外的に情報を秘匿したり，操作するという態
度を生み出している。例えば，三好報告書は，厚生科学研究班の研究者
にも知らされていないし，内藤報告書は，一緒に調査した漁協参事にも
知らされておらず，まして，これらの文書は一般には非公表であった。
また，３月４日の県水対連について，県経済部の作成した記録（熊本県
経済部，1957ａ）は，「秘」扱いとされていた。これらのことは，当時
の政治的緊張を回避する点では効果があったとしても，根本的，長期的
に見た問題解決という点では，原因究Iﾘ1を遅らせるとともに，工場側の
責任を問う社会的圧力を低下させるから，逆機能的に作用した。
第三に，熊本県首脳部のこのような消極的姿勢は，県庁組織全体の態
１２３
度を規定してしまい，これに第一線職ｆｊＭﾘ束され，制約されざるを1MＬ
ない（|ｲﾘ束効果のｲﾄﾞｲ11)。柵１１１に見るならば,クillJ1I，副知耶，衛生部長
らの首脳部の姿勢と，第一線で問題に！()(り斜'んでいる守住食品術lli課
長，（）}藤保健所災の行為のしかたには，lIli雛があり，これら第一線職貝
は，漁業被害や水俣Aij被害そのものに対応し，Ｗｉｌｌ窒の責任問題にM門み
込むことも厭わず，原囚究[ﾘ1に努力を続けていた。だが，第一線職貝の
真蟄な努力にもかかわらず，行政組織全体としては，Ⅲ腸廃水の現ﾙﾘを
視野に入れた真に必要な対簸をとろうとせず，）11(策を続け，これら第一
線の人々に焦燥や'21己ljlli懇を生み出しさえした（守住証言)。
（次稿に続く）
＜注＞
(1)船橋晴俊，1995,「熊本水俣病の苑４k拡大過11,1と行政311職の意志決定
（一)｣，「社会労ＩＭＩ究」第`11巻，第ｲﾄﾅ，109.140頁。
(2)深ﾉト（1977,116KI）によれば，U0M9i1Ii部によるこれらの１?Y料収染は，
１９５６１１２８月になされたものと記述されているが，その根拠が不Ｉﾘ1である。
有ﾉ!;年表では，この資料収災のタイミングを，１１ノ|に位置づけており，そ
の根拠はlﾘ|示されていないが，全体の状況からは，このタイミングの方が｢ｌ
然に思われる。
(3)（４）この点について，深ﾉト（1977,117-119頁）は，熊本ﾘiLによるデー
タの粉飾があることをlHIliiしている。深井によれば，熊本県の後の文諜（１１１ｉ
本県衛生部，1958）においては，公衆伽|{課への移管が，この時)り1まで遅く
なったことをぼかすために，５６年１１ノl段階で，移符がされたともとれるよ
うな表32になっている。／１Ｍ(県衛生部の同｣ﾐ文11}によれば，あたかも，５６
年１１）１３「1のfllI1i会の後に，そして，Ｍ|:省ﾄﾞﾀ}学研究班の現地調査（５６年
１１)]末より|M1蛤）の前に，「県衛生部としては，……(((貝煎の})(収が危険で
ある旨を現地(|;氏に対して指導し，患者の続発を防いだ」かのような記述に
なっており，さらに，Ｉｎｌじ時)０１に「県iWllH部においては，……原因不Iﾘ1の伝
染性灰懇として，従来γ防１１Mにおいて=|:符したものを，公衆11M生課に移禰
し」たかのような記述になっている。
(5)この点は，「水俣ｆｉｉｊｌｉｊｉ〔訴訟原告(ＭＩＩ般終jVi(Iii11Iilli」の指摘（31`1丁）に〔ｉ
う゜
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(6)熊本県の水俣奇病対筑述絡会（以下では，リ,(水対迎と略称する）は，以
後，５ノルl［1と７１１２１１]にｌｌＩ１かれる。伽l1z部の記録（１１１$本県衛生部，１９５７
ｈ．c）によれば，３ﾉﾘ`１１１を第１１，１，７月２１{]が鯛３１凶|とされ，経済部の記
録（熊本県経済刊ILl957a．ｂ･c）によれば，５１１`１１]の会合が第１回，７)１
２`l［lが第２回とされているが，ここでは，術｣ＭＩＩの呼称を孫lllする。
＜文献・資料挙示の凡例＞
・各文献，資料の後に，訴訟の書証から直接引川した場合は，その１１１典を記
す。その際，「新二１１１」とは，新潟水俣病第二次訴訟（1982年提訴）のｌｌｉ(ｌｉ
ＯＩﾘ書証であることを，「lXlIliIiI」とは，熊本水俣lillH11Hi訴訟（1982年提訴）
の原告側普証であることを示す。
.リ'111資料が，水俣＃ij研究会編，1996,「水俣病4}ｌＩｌＩ:Yr*:|染上巻・下巻」燕
｛I;房に，所収されているj脇合は，その１W号を「溢料染編名一資料番号」の
形で示した。
．＜＞は資料架編者が付けた名称や日付であることを示す。［］は躯者の|iii人
による。
．「有馬年表」とは，イjAliKfljt他，1979,「水俣ﾙijll:災」（h｢,１１j篇雄編，1979,
水俣病－２０(I【のli1{究と今11の課題」１１１体今，所収）の略称である。
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